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子育て支援
高齢化社会への対応
住宅セーフティネットへの対応
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子育て支援への対応



１【京都市】民間事業者と連携した市営住宅の若者・子育て世帯向けリノベーション事業
「愛称：こと×こと」 ※第10回部会提示資料

●委員御意見：京都市での取り組み「こと×こと」について、若年世帯の申込数と倍率はどのようになっ
ているか。

■概要

・市営住宅の空き住戸を、若者・子育て世帯向けにリノベーション

・民間事業者の資金・ノウハウを活かして整備

・子育て世帯が住みやすい設計に配慮

・若者・子育て世帯の更なる定住・移住の促進及びコミュニティ活性化

区名 R５第１回 R５第２回 R６第１回 R６第２回 R７第１回 合計

山科区 1８ １５ ０ ２１ ２５ ７９

伏見区 ０ ５ １９ ３１ ２０ ７５

右京区 ８ １１ １１ ０ ５ ３５

西京区 ２ ５ ０ ０ ０ ７

南区 ７ ０ ０ ０ ０ ７

北区 ０ ４ ０ ０ ０ ４

【実績】   決定戸数 京都市のホームページより引用

令和５年５月～開始
全国初の取組み

（R7.7.1時点）

更新済み

【補足】

決定戸数２０７戸に対し、整備済みの住戸が１３
０戸、そのうち８５戸が入居済みとなっている。
（９月１日時点）

入退去が頻繁なため、時点によって入居率に変
動あり。後日確認時に数値のズレが生じる可能
性があるため、口頭説明のみ対応。



２【京都府＋市町村】住宅確保に係る経費を総合的に支援

①・認知度・利用率に関する調査は実施していないが、府内の利用状況は以下のとおり。

→・子育て世帯：R6年度は14市町村25世帯で利用、R7年度は12市町村で事業実施。

・新婚世帯 ：R6年度は８市町村76世帯で利用、R7年度は13市町村から申請あり。

②・子育て世帯：R6年度の当初予算額:15,000千円、実績額は10,635千円

・新婚世帯  ：R6年度(国交付金ベース)各市町村の当初申請額：20,149千円、実績額：10,693千円

③・子育て世帯：市町村に対して、ヒアリング・アンケートを実施。

・新婚世帯 ：市町村において、利用者に対してアンケートを実施 【担当：こども・子育て総合支援室】

●委員御意見：①施策全体として府内の子育て世帯にどの程度認知され、実際に利用されてるのかの実情について教えて
欲しい。②それぞれの事業について、予算の執行状況。③支援制度の利用者へのヒアリング等を通して制度設計の見直し
につながるフィードバックを得ることも必要ではないか。

「結婚・子育て応援住宅総合支援事業」

対象
１子以上の子育て世帯（妊娠中の子ども
を含む） ※１

補助対象経
費

・補助基準
額

子育ての負担
軽減を目的と
した

リフォーム工
事費用

◇１子１０万円、２子２０万円、
３子以上３０万円

（対象経費２０万円以上） ※２

①子育て世帯支援事業

2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

件数 ２５ ３４ ３８ ３２

実績額（千円） １０，８３８ １４，０５０ １５，３２０ １１，５５６

【実施市町村】
宮津市、舞鶴市、綾部市、亀岡市、南丹市、京丹波町、宇治市、
久御山町、笠置町、和束町、南山城村、宇治田原町

②新婚世帯スタートアップ支援事業

対象
事業年度中に婚姻届を提出し、受理された夫婦で、か
つ夫婦ともに３９歳以下、
かつ世帯所得５００万円未満の世帯

補助対象
経費

・補助基
準額

新規の住宅購入：購入費用
・夫婦ともに３９
歳以下
→３０万円

・夫婦ともに２９
歳以下
→６０万円

新規の住宅賃貸：賃料、共益費、仲介
手数料

引越費用（引越業者等への支払費用）

リフォーム費用

2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

件数 ０件 １１件 ２７件 ５７件

実績額（千円） ０ ２，２４３ ５，６４０ １６，０６３

【実施市町村】 宮津市、京丹後市、舞鶴市、綾部市、亀岡市、南丹市、
京丹波町,宇治市、宇治田原町、笠置町、和束町、南山城村、与謝野町

【補足】
新婚世帯※：R6年度（国交付金ベース）各市町村の当初申請
額：20,149千円、実績額：10,693千円
※府は市町村への間接補助（国庫トンネル補助）のため、府
では予算枠を設定していない
（当初予算で不足する場合は２月精算補正で対応している）

更新済み



３【京都府】地域子育て支援拠点の整備

①認知度については把握していないが、一部の市町村が公表している資料では、

利用率は約15～40％となっている。

②R6年度の申請額は528,204千円実績額は525,852千円(府負担1/3）

③市町村においては、子ども・子育て支援事業計画等の策定を行う際に住民に対して利用の調査を行っており、

適宜、子育て世帯が利用しやすいよう開設時間等の見直しをしていると聞いている。【担当：こども・子育て総合支援室】

●委員御意見：①施策全体として府内の子育て世帯にどの程度認知され、実際に利用されてるのかの実情について
教えて欲しい。
②それぞれの事業について、予算の執行状況。
③支援制度の利用者へのヒアリング等を通して制度設計の見直しにつながるフィードバックを得ること
も必要ではないか。

一般型 連携型

機能 常設の場を設け、地域の子育て支援
機能の充実を図る取組を実施

児童福祉施設等に親子が集う場を設
け、子育て支援のための取組を実施

実施主体 市町村（社会福祉法人、NPO法人、民間事業者等への委託等も可）

基本事業 ①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進
②子育て等に関する相談・援助の実施
③地域の子育て関連情報の提供
④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5） 2024（R6）

箇所数 ２６６ ２６７ ２６９ ２６５ ２７２

補助実績（千円） ４６７，０２０ ４７６，９７３ ４６６，８００ ４８５，３１０ ５２５，８５２

【実績】

「地域子育て支援拠点事業」

【概要】

更新済み



高齢化社会への対応



4 高齢者世帯の居住環境に関する不満(京都府) ※第10回部会提示資料

再提示

資料：H30住生活総合調査（国土交通省）

●委員御意見：高齢者世帯の居住環境に関する不満について、全世帯と比較して子どもの遊び場や子育
て支援サービスへの不満が高くなっているが、具体的な不満の理由は何か。

・高齢者世帯は、世帯全体に比べて「福祉・介護の生活支援サービス」

「子供の遊び場、子育て支援サービス」「親・子・親せきとの距離」「日常の買物など
の利便」等に対する不満度が高い。
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※「多少不満」又は
「非常に不満」と回答した割合

（注）高齢夫婦世帯（夫65歳以上かつ妻60歳以上の夫婦のみの世帯）
及び高齢単身世帯（65歳以上の単身世帯）の合計



５ 高齢者世帯の居住環境に関する不満(京都府)

再提示

資料：R5住生活総合調査（国土交通省）

●委員御意見：高齢者世帯の居住環境に関する不満について、全世帯と比較して子どもの遊び場や子育て
支援サービスへの不満が高くなっているが、具体的な不満の理由は何か。

・高齢者世帯は、世帯全体に比べて「文化施設（図書館等）の利便」「親・子・親せきと
の距離」「災害時の避難のしやすさ」「日常の買物などの利便」等に対する不満度が高い。

（注）高齢夫婦世帯（夫65歳以上かつ妻60歳以上の夫婦のみの世帯）
及び高齢単身世帯（65歳以上の単身世帯）の合計
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高齢世帯（n=16,185） ：26.2%

※「多少不満」又は
「非常に不満」と回答した割合

：高齢世帯が全世帯より
3ポイント以上高い項目



６ 高齢者向け住宅の状況

資料：国土交通省（高齢者向け住まい・施設の利用者数）

●委員御意見：高齢者向け住宅は飽和状態なのか、データがあれば示してほしい。

・高齢者向け住宅は、開始以降一貫して増加傾向にある。

・一方、介護老人保健施設や介護療養型医療施設は、減少傾向にある。



7【京都府】高齢者あんしんサポートハウスの整備

【供給数が増えていない理由】高齢者あんしんサポートハウスを含む入所施設等については３年ごとに
策定される「京都府高齢者健康福祉計画」に基づき整備を進めているところ。

令和３～令和５年度に当たる第９次同計画においては事業実施がないが、現行の第10次計画においては
令和６年度に１施設18床を新たに整備済み。

【高齢者あんしんサポートハウスとは】ケアハウス（軽費老人ホーム）に該当。ケアハウスと異なる点
としては府独自に低所得者向けに居住費（家賃）補助を行っており、国民基礎年金水準の額で入居でき
る施設として整備を進めている。 【担当：高齢者支援課】

●委員御意見：令和2年度以降、高齢者あんしんサポートハウスの供給数が全く増えていないのはなぜか。
また、高齢者あんしんサポートハウスはどういうものなのか。

軽費老人ホーム（ケアハウス）の制度に対し、府独自で上乗せ補助■制度概要

・設置主体である社会福祉法人等への建築費の補助
・入居者の収入に応じ、利用料及び居住費の一部

■補助対象

【供給実績 （各年度末時点の累計）】

年度 戸数

2020（R2） ３２０

2021（R3） ３２０

2022（R4） ３２０

2023（R5） ３２０

2024（R6） ３３８

自宅でのひとり暮らしに不安のある６０歳以上の
高齢者

■入居資格

生活相談・食事提供・入浴・緊急時夜間対応等■サービス



住宅セーフティネットへの対応



8 賃貸住宅ストックの概要（京都府）※第10回部会提示資料

再提示

資料：令和5年住宅・土地統計調査（総務省）

●委員御意見：住宅確保要配慮者へのサポートがどの程度できているのか。
サポートから漏れてしまっている方がいる場合、その要因は何か。

・住宅セーフティネット法の対象となる賃貸住宅ストックは、府全体で約47.４万戸

・このうち、空き家に該当するものは、8.1万戸で約17.１％を占める。

●住宅全体の空き家率 13.1％ ●賃貸住宅ストックの空き家率 17.1％

住宅総数
1,372,200戸

(100.0%)

※（）内の%は
「住宅総数」に
対する比率

居住世帯あり
1,182,900戸

(86.2%)

専用住宅
1,161,000戸

(84.6%)

持ち家
699,500戸(51.0%)

公営の借家
32,100戸(2.3%)

都市再生機構(UR)・公社の借家
21,700戸(1.6%)

民営借家
338,900戸(24.7%)

給与住宅
21,500戸(1.6%)

賃貸用の空き家
81,000戸(5.9%)

二次的住宅
7,700戸(0.6%)

売却用の空き家
6,900戸(0.5%)

その他の住宅
84,900戸(6.2%)

空き家
180,400戸
(13.1%)

一時現在者のみ
6,700戸(0.5%)

建築中
2,200戸(0.2%)

店舗その他の併用住宅
21,800戸(1.6%)

居住世帯なし
189,300戸
(13.8%)
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